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おけるフランスの憲法構造―Constitution の Structure あるいは「国制」
としての Constitution そのもの―を，執行権責任の内部構造に対する分
析を通じて，明らかにしようと試みるものである。検討の対象として，1852
年 1 月 14 日に公布された憲法（「1852 年憲法」）が置かれることは当然であ
る。しかし，それだけでは十分ではない。国家統治の基本的構造を規定する
規範命題として Constitution を理解するとき，1851 年 12 月 1 日深夜から翌
2 日早朝にかけてのルイ＝ナポレオンの実力発動に始まり，1870 年 9 月 2 日
のスダンの降伏に至る 19 年足らずの国家体制は，幾つもの憲法的文書とも
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いうべきもの Constitutions を持つに至ったからである。本稿では，1860 年
11 月 24 日デクレや 1863 年 6 月 23 日デクレ，1867 年 1 月 19 日デクレ，























































































































認しつつ（第 1 章）， 自由帝政を， 大臣責任制の展開上， ―とりわけ， その
後の第三共和制への連続性という観点において―固有の意義を有する 10
年間として位置づけ18），分析を行う（第 2章）。




る。1851 年 12 月 1 日深夜から翌 2 日早朝までの極めて短時間で，クーデタ
はあっけなく成功した。このクーデタによって，ルイ＝ナポレオンは反対派











される第二院は， 均衡のための権力 pouvoir pondérateur であり，基礎的契
約 pacte fondamental と公的自由の擁護者である。」22）と述べて，将来の憲法
の素案を示した。要するに，ルイ＝ナポレオンの狙いが議院内閣制の否定で







1852 年憲法第 3条が象徴的な仕方で 「共和国大統領は，大臣，コンセイユ・









あったからである。事実，11 月 21 日，22 日のプレビシットで追認を受けた
1852 年 11 月 7 日の元老院決議により帝政が復活した。
























は，ルイ＝ナポレオンによる 1852 年 1 月 14 日の宣言でその姿を露わにす
る。「今次憲法は……諸君から選ばれた長が諸君に対して責任を負うことを











































































































の組織を定める 1852 年 7 月 10 日の元老院決議であり，これは帝政復帰の宣
言が公式に為されるに先立つ立法である54）。いま一つは，特別裁判機関の権



















































第 2 章　自 由 帝 政
1860 年代以降，第二帝政は自由主義の途を指向した。体制の方向転換は
目撃者によって「議会制は 1852 年 1 月 14 日の共和制憲法によって殺され
た。しかし，議会制は理想となって生き返り，帝政が復活するや否や，現実
に生き返ったのである。」62）と証言され，後世の公法学者によって，体制は
「議会帝政 Empire parlementaire」63）に変容したと性格規定される。1863 年と












































勅語奉答の復活と並んで，内閣制度の改革も 1860 年 11 月 24 日デクレに
よって行われており，同デクレ第 5 条における「皇帝は，無任所大臣 mi-
nistres sans portefeuille を指名する。無任所大臣は閣僚評議会議長ならびに
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コンセイユ・デタと協働して，政府提出法案を両院において擁護する。」76）と
の規定は大臣責任の兆し une ébauche として評価されている77）。そして，自
由主義者たちに勝利をもたらした 1863 年の立法府選挙の後，1863 年 6 月 23







によって護持されることとなった」に過ぎず，「『発言せる大臣 ministre de 








勅語奉答は 1867 年 1 月 19 日のデクレによって，大臣質問にその座を譲る
形で廃止された82）。その立法趣旨は，同日付の帝国官報が説明する皇帝の御










































第二に，デクレ第 4 条が，純然たる議事日程 ordre du jour pur et simple
の採択によって，あるいは政府への送付 renvoi au gouvernement によって
討議は終結する，と規定していた点である87）。理由を付した議事日程 ordre 











別の派遣によって par une délégation spéciale de l’Empereur」大臣は議院に
出席する地位にあると規定するに過ぎない。「自由帝政」においても，カエ
サリスムの制度的保障は健在である。更に，いま一つの問題として，デクレ
第 7 条における主語が「各々の大臣 chacun des ministres」とされていたこ
とも見逃せない。つまり，大臣は飽くまでも個人として議院に出席するもの
とされていた。大臣衆が内閣という一個の集団として議場に席を占めるとい
う連帯性の原理を，1867 年 1 月 19 日デクレは採っていない90）。
















革の強風にさらされていた。再び自由主義者たちが勝利を収めた 1869 年 5
月と 6 月の立法府選挙は，皇帝を追い込んだ。1869 年 9 月 8 日元老院決議
は91），次の三点において，1852 年の体制創建以来の憲政の基本構造，すなわ
ち責任内閣制の否定という体制の本義を大幅に相対化させた。
第一に，1869 年 9 月 8 日元老院決議は，第 2 条で「大臣は皇帝のみに従
属する。―大臣は皇帝の主宰の下，閣議において合議する。―大臣は有
責である。―大臣は元老院によってしか訴追されえない。」と規定したこ




憲法編入されたのである。第三に，同元老院決議第 3 条は 1852 年憲法第 44
条を削除し，「大臣は元老院または立法院の議員たりうる。―大臣はいず
れの議院にも出席し，彼の要求するときには彼の意見は聴されなければなら

















第 2節　1870 年 5 月 21 日元老院決議
1869 年 9 月 8 日の元老院決議の採択によって，自由帝政がその議会制的


























































最終的に採択された法文は，1870 年 5 月 21 日元老院決議である107）。同元
老院決議の第 19 条は「皇帝は大臣を任免する。―大臣は皇帝の総理する
sous la présidence 閣議において合議する。―大臣は有責である。」と規定
した。同規定は，大臣責任が誰に対して如何なる条件の下に負われるもので
あるのかについて触れていない。このような欠缺は，1814 年憲章第 13 条の
規定，そしてこの規定を全く再生産したに過ぎない 1830 年憲章第 12 条の規
定に連なる，19 世紀フランス憲政の伝統に新たな一頁を付け加えるものに
他ならない。
1870 年 5 月 21 日元老院決議第 19 条は，1869 年 9 月 8 日元老院決議第 2
条を修正し，同第 2条第 1項と第 2項を削除することによって，同条の射程





が可能であったが，しかし，1870 年 5 月 21 日元老院決議第 19 条において
は，かような読み方が最早成り立たなくなった。同第 19 条においては大臣
の刑事責任についての一切の規定が消失したことによって，責任のより一層
政治的な性格を示唆している。1869 年 9 月 8 日元老院決議第 2 条とのコン
トラストは鮮明であり，体制のボナパルティスムからオルレアニスムへの転
換が明確に確認できるといえるだろう。ボナパルティスムの相対化とオルレ
アニスムの復活強化は，1870 年 5 月の改革者意思，すなわちエミール・オリ
ヴィエの宿願に他ならなかった。10 年来，この宿願を叶えてくれる情勢が
中々整わなかったからこそ，彼は皇帝からの大命降下を幾度となく断ってき






ることだ。」108） オリヴィエの 10 年越しの宿願を実らせたのが，他でもな
い 1870 年 5 月 21 日元老院決議であった。「……元老院決議案とその決議案
の提案理由説明を，私は報告したのだった。この決議案においては，大臣責
任 responsabilité ministérielle の確立によって，議院の権利が組織されてい
た……」109）第 19条と同様に， 1870年 5月 21日元老院決議第10条も皇帝の統
治権を規定していたが， しかし， そこでは皇帝は最早大臣を用いて au moyen
統治するのではなく， 大臣， コンセイユ・デタ， 両院と協働して avec le con-















り， エスマン， オーリウからモラビト， ラキエーズに至る古今の公法学説は， 
1870 年 5 月 21 日元老院決議第 19 条の大臣責任が政治的射程を持つことを
肯定しながらも，議院内閣制，すなわち大臣の政治責任に基づいた憲政の枠
組みが生成されたか否かという問いに関しては，国家元首のプレゼンスを以















































































そして，時間は最早残されていなかった。1870 年 9 月 4 日，第二帝政は
衝撃的な結末を迎えた。議会に対するものと解される諸大臣の一般的「責
任」規定と，議院内閣制と整合しない皇帝の「プレビシット」とを並置させ











































ろにある。L’idée Napoléonienne consiste à reconstituer la société française 
bouleversée par cinquante ans de révolution, à concilier l’ordre et la liberté, 























を採らず， 「皇帝主導説」 を採ることは明らかである137）。その上で， かように
して皇帝（この人物が 「馬上のサン＝シモン」 あるいは戴冠せる 「社会主義者」 にして 「反
動」 の権化という， 鵺的なシンクレティストであることは改めて留意しておく必要がある） 
の主導で華々しく演出された「自由帝政」が有する，権威帝政と本質的には












の自由主義的体制 système libéral は， 二つの重要な相違点によって区別され
る。―1870 年にあっては， それ以前と同様に， 大臣衆は， 皇帝の力の及ば
ないところで en dehors de l’Empereur，内閣首班 chef du cabinet の資格を
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